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第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

 

回      次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会 計 期 間 
自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日

自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日

自 平成15年４月１日

至 平成15年９月30日

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

自 平成14年４月１日

至 平成15年３月31日

営 業 収 益(百万円) 8,697 8,562 13,639 20,374 29,591

経 常 利 益(百万円) 1,083 1,389 2,754 2,711 5,981

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益(百万円) 288 512 1,297 1,181 2,725

純 資 産 額(百万円) 35,836 36,507 39,015 36,349 38,129

総 資 産 額(百万円) 163,530 173,298 165,192 147,654 167,201

１株当たり純資産額 (円) 318.29 324.61 348.80 322.97 340.00

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 2.56 4.55 11.58 10.49 23.71

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 2.49 ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 (％) 21.9 21.1 23.6 24.6 22.8

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,316 △569 7,442 1,851 7,000

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,726 △18,970 577 △4,107 △24,958

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,682 25,890 △7,664 3,623 20,239

現金および現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 19,215 12,292 8,579 5,943 8,223

従 業 員 数 (名) 121 120 138 121 126

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第83期中間連結会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況 1 中間連結財務諸表等

（１）中間連結財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 

３ 第82期より潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため「―」表示と

しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回        次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会 計 期 間 
自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日

自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日

自 平成15年４月１日

至 平成15年９月30日

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

自 平成14年４月１日

至 平成15年３月31日

営 業 収 益 (百万円) 8,104 8,191 13,278 19,475 28,828

経 常 利 益(百万円) 1,111 1,399 2,753 2,782 5,973

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益(百万円) 320 518 1,296 1,249 2,724

資 本 金(百万円) 5,814 5,814 5,814 5,814 5,814

発 行 済 株 式 総 数 (株) 112,589,414 112,589,414 111,968,414 112,589,414 111,968,414

純 資 産 額(百万円) 35,505 36,218 38,713 36,053 37,828

総 資 産 額(百万円) 162,561 172,386 164,370 146,834 166,200

１株当たり純資産額 (円) 315.35 322.03 346.10 320.33 337.31

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 2.84 4.60 11.58 11.09 23.71

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

(円) 2.74 ― ― ― ―

１ 株 当 た り 中 間
( 年 間 ) 配 当 額

(円) 3.00 4.50 3.50 6.00 8.00

自 己 資 本 比 率 (％) 21.8 21.0 23.6 24.6 22.8

従 業 員 数 (名) 90 83 83 89 80

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第83期中間会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況 2 中間財務諸表等 (１)中

間財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 

３ 第82期より潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため「―」表示と

しております。 

４ 第83期中間の１株当たり中間配当額4.50円には、創立55周年記念配当1.50円を含んでおります。 

５ 第82期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり中間

（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の各数値は、発行済株式総数から

自己株式数を控除して計算しております。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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２ 事業の内容 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および連結子会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

３ 関係会社の状況 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 従業員の状況 

(1) 連結会社の状況 

(平成15年９月30日現在) 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不  動  産  賃  貸  事  業 48     

不 動 産 販 売 事 業 10 

そ の 他 の 事 業                          61 

全           社   (     共     通    ) 19 

合        計 138 

(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

(平成15年９月30日現在) 

従業員数(名) 83 

(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社および連結子会社)は、労働組合を結成しておりません。 



ファイル名:020_0757000501512.doc 更新日時:2003/12/10 16:03 印刷日時:03/12/20 13:59 

― 4 ― 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1) 業    績 

 当上半期のわが国経済は､株価の上昇､企業の景況感の改善など、景気の底打ち感が見られましたが､全 

体としては引き続き力強さに欠ける状況でありました｡ 

 不動産業界におきましては､ビル賃貸分野では､新築ビルの大量供給やリストラによるオフィス統廃合

により上昇した空室率の改善が進まず､賃料下落傾向も改善は見られませんでした｡ 

 一方、住宅販売分野では､住宅地の人気エリアが都心に向かい､商品性や立地でマンションの売れ行き

に格差が目立つようになってまいりました｡ 

さらに､不動産の証券化やプロパティマネジメントへの進出など、当業界は厳しい事業環境のなかで収

益源の拡大・多様化が求められる状況となりました｡ 

 こうした環境のもと､当社グループは､賃貸事業部門の収益構造再編成の推進、都市部におけるマンシ

ョン販売の強化に加え、新たにオフィスコンバージョン事業に着手いたしました｡また介護付有料老人ホ

ーム事業の収益拡大に努める一方､全社を挙げてコストの削減に取り組みました。 

 この結果､当中間連結会計期間の営業収益は、不動産売上高が大幅に増加したため136億39百万円（前

年同期比50億77百万円、59.3％増）となりました。一方、売上原価は､不動産売上の増加により86億21百

万円（前年同期比36億85百万円、74.7％増）となりました。販売費および一般管理費は､販売経費が増加

いたしましたが､一般管理費の節減に努め14億円（前年同期比2億65百万円、23.4％増）に留めることが

でき､営業利益は36億17百万円（前年同期比11億26百万円､45.2％増）、経常利益は、27億54百万円（前

年同期比13億65百万円､98.3％増）の計上となりました。一方､当期に特別損失として大阪証券ビル地下

部分の解体費等5億44百万円を計上いたしました結果､中間純利益は12億97百万円（前年同期比 7億84百

万円､152.9％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（イ）不動産賃貸事業部門 

 本部門においては、賃貸料の引下げ圧力が強まるなか､所有ビルの改修・リニューアル等により、賃貸

料の維持に努めるとともに空室率の改善に努めました｡この結果､証券取引所賃貸収益は、24億83百万円

（前年同期比0百万円､0.0％増）、一般賃貸収益は、道銀ビルの通期稼働により29億95百万円（前年同期

比3億88百万円､14.9％増）となりました。また、商業施設賃貸収益は、昭島ショッピングセンターの稼

働（7月）により13億76百万円（前年同期比1億55百万円､12.8％増）となりました。これらに土地賃貸収

益を加えた固定資産賃貸収益は、69億21百万円（前年同期比5億59百万円、8.8％増）の計上となり、そ

の他マネジメントフィー等を含めた本部門の全体の収入は､69億57百万円（前年同期比5億92百万円、

9.3％増）の計上となりました。 

なお､当中間期末の賃貸用ビルの空室率は2.3％となっております。 

（ロ）不動産販売事業部門 

 本部門においては､都心へのアクセスの良い、「レジアスフォート新浦安」（千葉県浦安市・4社共同

事業）、「スカイスクエア川口」（埼玉県川口市・２社共同事業）など合計153戸のマンションを販売し､
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不動産売上高は62億31百万円（前年同期比45億63百万円、273.5％増）の計上となり、その他テニスクラ

ブ運営収益等を含めた本部門の全体の収入は､62億58百万円（前年同期比45億67百万円､270.1％増）の計

上となりました｡ 

（ハ）その他の事業部門 

 不動産流通事業部門においては､法人の事業用不動産の仲介に注力いたしましたが､収入額は75百万円

（前年同期比72百万円､49.0％減）となりました｡シルバー事業部門の介護付有料老人ホームは、入居率

が79%となり、収入額は1億48百万円（前年同期比38百万円、34.5%増）となりました。その他請負工事、

建物管理事業部門等は、依然として企業業績が低迷するなか、1億99百万円(前年同期比48百万円、

19.4％減)となりました｡ 

以上の結果､本部門の全体の収入は、4億23百万円（前年同期比82百万円、16.3%減）の計上となりまし

た。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前

連結会計年度末に比べ3億55百万円増加し、85億79百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益22億9百万円、減価償却費16億61

百万円、営業未収入金の回収22億97百万円等があったことにより、74億42百万円の資金の増加と

なりました。（前年同期は5億69百万円の減少） 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動によるキャッシュ・フローは、大阪証券取引所ビル等の建築による設備投資41億57百万

円の減少がありましたが、定期預金の満期到来等により53億18百万円が増加したことにより、5億

77百万円の資金の増加となりました。（前年同期は189億70百万円の減少） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による70億円の減少等により、76億64百万円

の資金の減少となりました。（前年同期は258億90百万円の増加） 

 

 

 

(注)「第２ 事業の状況」において消費税等については、税抜きにより表示しております。また、 

「２ 営業収益の状況」に表示される各項目の金額は、すべて百万円未満を切り捨てております。 
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２ 営業収益の状況 

(1) 営業収益の状況 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における営業収益を事業の種類別セグメントごと

に示すと次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成15年４月１日～平成15年９月30日 事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 
金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

不動産賃貸事業 6,365百万円 74.3％ 6,957百万円 51.0％

不動産販売事業 1,691 19.8 6,258 45.9 

その他の事業 506 5.9 423 3.1 

計 8,562 100.0 13,639 100.0 

 

(2) 営業収益の内訳 

(イ)不動産賃貸事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における不動産賃貸事業の内訳を示すと次のと

おりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成15年４月１日～平成15年９月30日 

区  分 

面   積 金   額 面   積 金   額 

土   地 賃貸面積 3438.72㎡ 52百万円 賃貸面積 3438.72㎡ 67百万円

賃貸面積 238,358.43 賃貸面積 296,742.14 
建   物 

転貸面積 1,116.20
6,312

転貸面積 1,090.98  
6,854

その他の収益 ―  35

計 6,365  6,957

 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における東京証券取引所の収入は、次のとおり

であります。 

 

前中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成15年４月１日～平成15年９月30日 

区    分 

金    額 金    額 

賃 貸 料 2,406百万円 2,406百万円 

営業収益に対する割合 28.1％ 17.6％ 
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(ロ)不動産販売事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における不動産販売事業の内訳を示すと次のと

おりであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成15年４月１日～平成15年９月30日 

区   分 

販 売 数 量 金  額 販 売 数 量 金  額 

マンション 

浮間舟渡アイ・タワー他 
42戸

 

土地面積 719.50㎡

建物面積 3,167.21㎡
 

1,668百万円

レジアスフォート新浦安他 
153戸 

  

土地面積 5,879.33㎡ 

建物面積 13,938.23㎡ 
 

6,220百万円

戸 建 住 宅  

 

―  

 

―

宅 地  

 

― 182.27 10 

その他の収益 
 

23 
 

27 

計  1,691  6,258 

(注) 不動産販売における他社との共同事業物件の販売戸数、面積および金額は、当社持分によっております。 

 

(ハ)その他の事業 

前中間連結会計期間および当中間連結会計期間におけるその他の事業の内訳を示すと次のとお

りであります。 

 

前中間連結会計期間 
平成14年４月１日～平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
平成15年４月１日～平成15年９月30日 

区     分 

金     額 金     額 

不 動 産 仲 介 手 数 料 148百万円 75百万円

建 物 管 理 受 託 料 59 69 

請 負 工 事 売 上 高 172 114 

介 護 施 設 収 益 110 148 

そ の 他 の 収 益 15 16 

計 506 423 
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３ 対処すべき課題 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および連結子会社)の事業上および財務上の対処

すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

 

４ 経営上の重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

５ 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 

１ 主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

(1) 重要な設備の新設 

 提出会社は、固定資産賃貸収益の安定を図る観点から、次の計画を進めております。 

 

投資予定金額 事業の種類別
セグメント 
の 名 称 

名    称 

（所 在 地） 
用  途 規 模 

総  額 既 支 払額 

着工および
竣 工 年 月

 
不 動 産 
 賃貸事業 
 

 

大阪証券取引所ビル 
(大阪市中央区) 

店  舗 
お よ び 
貸事務所 

地上24階 地下2階 
延床面積53,932.10㎡

百万円
 
約20,000 
 
 

百万円 
 
約8,800 

 
 

着工 
平成14年5月
 
竣工(予定) 
平成16年11月

不 動 産 
 賃貸事業 
 

名古屋平和ビル 
(名古屋市中区) 

店  舗 
お よ び 
貸事務所 

地上8階 地下1階 
延床面積9,459.56㎡

百万円
 
約4,800 

百万円 
 
約2,900 

 

着工 
平成14年11月
 
竣工(予定) 
平成16年2月

(注) 1 大阪証券取引所ビルの建築資金は、第３回無担保社債の手取金の一部８０億円、第４回無担保社債の手取金 

の一部６５億円、銀行借入金３１億円と自己資金で賄う予定であります。 

２ 名古屋平和ビルの建築資金は、第３回無担保社債の手取金の一部３０億円と自己資金で賄う予定であります。 

 

 (2) 重要な設備計画の完了 

  当中間連結会計期間において、重要な前連結会計年度末に計画していた設備の完了は、次のとおり

であります。 

事業の種類別 

セグメント 

の  名  称 

名    称 
（所 在 地） 

用途 規  模 投資額 完了年月 備 考 

不 動 産 
賃貸事業 

ｲｵﾝ昭島ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 
(東京都昭島市) 店 舗

 
地上4階 地下1階 
延床面積59,018.78㎡

百万円

4,172 

 

平成15年7月8日  

（注）１ 上記建物については、7月8日よりイオン株式会社に一括賃貸を開始し、同社の「ジャスコ昭島店」として 

オープンいたしております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

(3) 重要な設備の除却等 

   特記事項はありません。 
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第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 

（イ）株式の総数 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 299,379,000

計 299,379,000

 

（ロ）発行済株式 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成15年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成15年12月25日)

上場証券取引所名また 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 111,968,414 同 左 

東京証券取引所 (市場第一部) 
大阪証券取引所 (市場第一部) 
名古屋証券取引所(市場第一部) 
福岡証券取引所 
札幌証券取引所 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 111,968,414 同 左  
 

 

 

(2) 新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 発行済株式総数、資本金等の状況 

 

発行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 

年 月 日 

増 減 数 残  高 増 減 額 残  高 増 減 額 残  高 

摘    要 

平成15年９月30日 
株 

― 
株 

111,968,414 
百万円

―
百万円

5,814
百万円

―
百万円 

4,061 
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(4) 大株主の状況 

(平成15年９月30日現在) 

氏名または名称 住       所 所有株式数 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11東京都千代
千株 

5,041 
％

4.50 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(信託勘定Ａ口)社（信託口） 

東京都千代田区丸の内1-4-3東京都 4,523 4.04 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2-11-3 2,252 2.01 

ドイチェ バンク アーゲー， 

ロンドン   610 

(常任代理人 ドイツ証券会社東京支店) 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT 
WINCHESTER STREET LONDON EC2N
2DB,UK 
 (東京都千代田区永田町2-11-1)東 

1,927 1.72 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 1,808 1.62 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 1,710 1.53 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュ 

リティーズ（ジャパン）リミテッド 

（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社） 
東京都千代田区大手町1-7-2T 1,648 1.47 

農中信託銀行株式会社 東京都千代田区内神田1-1-12 1,487 1.33 

ドイツ証券会社 東京支店 東京都千代田区永田町２-11-1 1,357 1.21 

資産管理サービス信託銀行株式 
会社(証券投資信託口)支 

東京都中央区晴海1-8-12東京都千１ 1,354 1.21 

計 
 23,109      20.64 

(注) 信託銀行各行の所有株式数には、次の信託業務に係る株式数が含まれております。    
                         氏名または名称             信託業務に係る株式数 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）             4,633千株 
ＵＦＪ信託銀行株式会社(信託勘定Ａ口)                    4,142 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）               1,661 

農中信託銀行株式会社                            1,487 

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口)              1,354 
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(5) 議決権の状況 

（イ）発行済株式 

（平成15年９月30日現在） 

区    分 株式数(株) 議決権の数(個) 内   容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式   113,500

― 
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる 
株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 109,497,000 218,994 同 上 

単元未満株式    普通株式  2,357,914 ― 同 上 

発行済株式総数 111,968,414 ― ― 

総株主の議決権 ― 218,994 ― 

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が30,000株(議決権660個) 

含まれております。 

２ ｢単元未満株式｣欄の普通株式には、当社所有の自己株式397株が含まれております。 

 

（ロ）自己株式等 

（平成15年９月30日現在） 

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
平和不動産株式会社 

東京都中央区日本橋兜町 
１番10号 

113,500 ― 113,500 0.1 

計  113,500 ― 113,500 0.1 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,500株(議決権5個)あります。 

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

 

２ 株価の推移 

 

月別 平成15年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高 
円

249 244 275 295 300 332 
当該中間会計期間 
に お け る 月 別 
最高・最低株価 

最低 
円

234 232 238 266 263 301 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

 

３ 役員の状況 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま 

せん。 
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第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成

14年９月30日まで)および前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)ならびに当中

間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)および当中間会計期間(平成15年４月１

日から平成15年９月30日まで)の中間連結財務諸表および中間財務諸表について、東陽監査法人により

中間監査を受けております。 
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１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

前中間連結会計期間末

平成14年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成15年３月31日現在

 
期 別 
 

   科 目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

   現金および預金  13,387 4,981  8,265

   営業未収入金  1,105 196  2,494

   有価証券  6,710 6,220  7,919

   たな卸資産  13,767 6,364  7,994

   繰延税金資産  726 793  435

   その他  1,873 662  1,233

   貸倒引当金  △1 △3  △3

   流動資産合計  37,571 21.7 19,215 11.6 28,340 17.0

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

   建物設備および構築物 ※３ 53,987 55,498  52,687

   機械装置および運搬具  142 142  134

   器具備品  162 186  148

※２ 
   土地 

※３ 
70,883 70,845  70,610

   建設仮勘定  2,635 9,695  6,345

   有形固定資産合計  127,811 73.7 136,367 82.6 129,926 77.7

 ２ 無形固定資産   

   借地権  3,862 3,604  3,604

   その他  52 51  46

   無形固定資産合計  3,915 2.3 3,656 2.2 3,651 2.2

 ３ 投資その他の資産   

   投資有価証券  1,893 3,290  2,842

   長期貸付金  12 9  9

   繰延税金資産  116 45  70

   その他  2,075 2,608  2,360

   貸倒引当金  △152 △0  △0

   投資その他の資産合計  3,946 2.3 5,952 3.6 5,282 3.1

   固定資産合計  135,672 78.3 145,977 88.4 138,860 83.0

Ⅲ 繰延資産   

   社債発行差金  54 0.0 ― ― ― ―

   資産合計  173,298 100.0 165,192 100.0 167,201 100.0
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前中間連結会計期間末

平成14年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成15年３月31日現在

 
期 別 
 

   科 目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

   支払手形および 
   営業未払金 

 446 4,510  819

１年以内に償還予定の 
普通社債 

 7,000 ―  7,000

   短期借入金  16,300 10,030  9,530

   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

※３ 4,124 2,414  4,124

   未払法人税等  541 1,228  0

   未払消費税等  3 2  8

   賞与引当金  169 189  164

   その他 ※３ 6,418 3,183  3,434

   流動負債合計  35,003 20.2 21,558 13.1 25,081 15.0

Ⅱ 固定負債   

   社債  40,000 40,000  40,000

   長期借入金 ※３ 39,084 41,790  40,842

   保証金 ※３ 13,104 11,305  12,253

   敷金 ※３ 7,872 8,455  7,872

   繰延税金負債  ― 656  659

   再評価に係る繰延税金負債 ※２ 884 1,578  1,497

   退職慰労引当金  244 325  284

   退職給付引当金  559 471  544

   連結調整勘定  0 ―  ―

   固定負債合計  101,750 58.7 104,582 63.3 103,954 62.2

   負債合計  136,754 78.9 126,141 76.4 129,035 77.2

(少数株主持分)  

  少数株主持分  36 0.0 36 0.0 36 0.0

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  5,814 3.4 5,814 3.5 5,814 3.5

Ⅱ 資本剰余金  4,061 2.3 4,061 2.5 4,061 2.4

Ⅲ 利益剰余金  25,447 14.7 26,818 16.2 26,091 15.6

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ 1,218 0.7 2,300 1.4 2,183 1.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △0 △0.0 53 0.0 △19 △0.0

Ⅵ 自己株式  △32 △0.0 △31 △0.0 △1 △0.0

   資本合計  36,507 21.1 39,015 23.6 38,129 22.8

   負債、少数株主持分および 
資本合計 

 173,298 100.0 165,192 100.0 167,201 100.0

 



ファイル名:070_0757000501512.doc 更新日時:2003/12/20 13:57 印刷日時:03/12/20 14:00 

― 21 ― 

② 中間連結損益計算書 

 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 
          期 別 
 
 
   科 目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ 営業収益   8,562 100.0 13,639 100.0  29,591 100.0

Ⅱ 売上原価   4,936 57.7 8,621 63.2  18,249 61.7

   売上総利益   3,626 42.3 5,018 36.8  11,342 38.3

Ⅲ 販売費および一般管理費 ※１  1,135 13.3 1,400 10.3  3,198 10.8

   営業利益   2,491 29.1 3,617 26.5  8,143 27.5

Ⅳ 営業外収益    

   受取利息  3 3 11 

   受取配当金  3 8 26 

   連結調整勘定償却額  1 ― 2 

   雑益  20 29 0.3 11 22 0.2 41 80 0.3

Ⅴ 営業外費用    

   支払利息  634 759 1,454 

   社債発行費  208 ― 214 

   借地権償却額 ※２ 257 ― 515 

   出資金分担損  ― 100 ― 

   貸倒引当金繰入額  ― 0 ― 

   雑損  30 1,131 13.2 26 886 6.5 58 2,243 7.6

   経常利益   1,389 16.2 2,754 20.2  5,981 20.2

Ⅵ 特別利益    

   貸倒引当金戻入益  7 ― 51 

   固定資産売却益 ※３ 1 ― 30 

   前期損益修正益  ― 8 0.1 ― ― ― 5 87 0.3

Ⅶ 特別損失    

固定資産売却損 ※４ ― ― 260 

   固定資産除却損 ※５ 2 6 244 

   建物設備解体費  421 536 482 

投資有価証券売却損  ― 0 ― 

   投資有価証券評価損  55 ― 175 

   差入保証金償却額  21 500 5.8 ― 544 4.0 144 1,307 4.4

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益 

  897 10.5 2,209 16.2  4,761 16.1

   法人税、住民税および 
   事業税 

 540 1,218 518 

   法人税等調整額  △155 385 4.5 △304 913 6.7 1,518 2,036 6.9

   少数株主損失   0 0.0 0 0.0  1 0.0

   中間(当期)純利益   512 6.0 1,297 9.5  2,725 9.2
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③ 中間連結剰余金計算書 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
期 別 

 
科 目 

金額 金額 金額 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

（資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,061  

  資本準備金期首残高 4,061 4,061  4,061 4,061

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

4,061 4,061  4,061

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 26,091  

   連結剰余金期首残高 25,313 25,313  25,313 25,313

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 中間(当期)純利益 512 512 1,297 1,297 2,725 2,725

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金 337 391  843 

 ２ 役員賞与 41 61  41 

   (うち監査役賞与) (7) (14)  (7) 

 ３ 自己株式消却額 ― ―  147 

 ４ 土地再評価差額金取崩額 ― 379 117 570 914 1,947

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

25,447 26,818  26,091
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

前中間連結会計期間

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
            期 別 
 
 
科 目 

金額 金額 金額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 897 2,209 4,761 

 ２ 減価償却費 1,813 1,661 3,742 

 ３ 連結調整勘定償却額 △1 ― △2 

 ４ 差入保証金償却額 21 ― 144 

 ５ 投資有価証券等評価損 55 ― 175 

 ６ 出資金分担損 ― 100 ― 

 ７ 固定資産除却損 2 6 244 

 ８ 貸倒引当金の増減額（減少は△） △7 0 △158 

 ９ 賞与引当金の増減額（減少は△） △20 25 △25 

 10 退職給付引当金の増減額（減少は△） 35 △72 19 

 11 退職慰労引当金の増減額（減少は△） △24 41 15 

 12 受取利息および受取配当金 △6 △11 △37 

 13 支払利息 634 759 1,454 

 14 投資有価証券売却損 ― 0 ― 

 15 固定資産売却損益（売却益は△） △1 ― 229 

 16 売上債権の増減額（増加は△） △888 2,297 △2,279 

 17 たな卸資産の増減額（増加は△） △1,463 1,630 4,309 

 18 前渡金の減少額 ― ― 322 

 19 未収金の増減額（増加は△） △0 336 △254 

 20 仕入債務の増減額(減少は△) △3 △286 259 

 21 前受金の増減額(減少は△) 436 △359 △737 

 22 未払消費税等の減少額 △502 △6 △496 

 23 保証金・敷金の減少額 △307 △241 △3,132 

 24 役員賞与の支払額 △41 △61 △41 

 25 その他 193 156 1,139 

    小計 819 8,185 9,653 

 26 利息および配当金の受取額 6 15 32 

 27 利息の支払額 △516 △747 △1,288 

 28 法人税等の支払額 △878 △9 △1,398 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △569 7,442 7,000 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 定期預金の純増減額（増加は△） △7,020 5,318 △7,176 

 ２ 有価証券の取得による支出 △500 △499 △500 

 ３ 有価証券の売却・償還による収入 ― 520 ― 

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △1,034 △142 △2,134 

 ５ 投資有価証券の売却・償還による収入 ― 16 ― 

 ６ 出資金の増加による支出 △177 △468 △877 

 ７ 有形固定資産の取得による支出 △10,291 △4,157 △14,530 

 ８ 有形固定資産の売却による収入 2 32 203 

 ９ 無形固定資産の取得による支出 ― △10 ― 

 10 長期前払費用の増加による支出 △3 △58 △35 

 11 従業員貸付金の貸付による支出 △0 △2 △0 

 12 従業員貸付金の回収による収入 2 1 6 

 13 差入保証金の差入による支出 △7 △1 △9 

 14 差入保証金の返還による収入 49 13 54 

 15 その他 9 14 40 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △18,970 577 △24,958 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 短期借入金の純増減額（減少は△） △2,970 500 △9,740 

 ２ 長期借入れによる収入 9,980 2,500 13,300 

 ３ 長期借入金の返済による支出 △762 △3,262 △2,324 

 ４ 社債の発行による収入 20,000 ― 20,000 

 ５ 社債の償還による支出 ― △7,000 ― 

 ６ 自己株式の取得による支出 ― △10 △156 

 ７ 配当金の支払額 △337 △392 △839 

 ８ その他 △20 ― ― 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 25,890 △7,664 20,239 

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 

Ⅴ 現金および現金同等物の増加額 6,349 355 2,280 

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 5,943 8,223 5,943 

Ⅶ 現金および現金同等物の中間期末(期末)残高 12,292 8,579 8,223 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事

項 

子会社は全て連結されておりま

す。 

当該連結子会社は、平和サービ

ス㈱の１社であります。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の事業年度

(中間期)等に関する事

項 

連結子会社の中間期の末日は中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。

４ 会計処理基準に関する

事項 

   

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …償却原価法（定額法）を

採用しております。 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し,売却原価は主

として移動平均法により

算定。）を採用しており

ます。 

 ｂ 時価のないもの 

  …主として総平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …   同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …   同左 

 

 

 

 

 

 

 ｂ 時価のないもの 

  …   同左 

有価証券 

 満期保有目的債券 

  …   同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

  …決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し,売却原価は主とし

て移動平均法により算

定。）を採用しておりま

す。 

 ｂ 時価のないもの 

  …   同左 

 たな卸資産 

 主として総平均法による原価

法を採用しております。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

    

有形固定資産 

……定率法を採用しておりま

す。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビル

および平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)につい

ては、定額法を採用して

おります。 

なお、連結子会社につ

いては、定額法を採用し

ております。 

主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

建物設備および構築物 

機械装置および運搬具 

器具備品 

8～50年

6～15年

5～15年

有形固定資産 

……    同左 

有形固定資産 

……    同左 

    

 なお、取得価額10万円以

上20万円未満の少額減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

によっております。 

  

    

 無形固定資産 

……定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。 

無形固定資産 

……    同左 

無形固定資産 

……    同左 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債

権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。な

お、連結子会社は、退職慰労

引当金を計上しておりませ

ん。 

退職慰労引当金 

同左 

退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 なお、連結子会社は、退職慰

労引当金を計上しておりませ

ん。 

 退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当中間

期末における退職給付債務か

ら年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しておりま

す。なお、連結子会社は中小

企業退職金共済制度を採用し

ており、退職給付引当金を計

上しておりません。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額を計上しております。

なお、連結子会社は中小企業

退職金共済制度を採用してお

り、退職給付引当金を計上し

ておりません。 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採

用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジ方針 

主として親会社は、借入金

の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引

を行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますの

で中間決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますの

で決算日における有効性の

評価を省略しております。

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当中間期

の費用として処理しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

①消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当期の費

用として処理しております。
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

   ②自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 
当連結会計年度から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準

第1号）を適用しております。

これによる当連結会計年度の損

益に与える影響は軽微でありま

す。 

なお、連結財務諸表規則の改

正により当連結会計年度から連

結貸借対照表の資本の部および

連結剰余金計算書については、

以下のとおり表示を変更してお

ります。 

（連結貸借対照表） 

１「資本準備金」は「資本剰余

金」と「連結剰余金」は「利

益剰余金」として表示してお

ります。 

２ 「再評価差額金」は「土地再

評価差額金」として表示して

おります。 

（連結剰余金計算書）  

１ 資本剰余金の部および利益剰

余金の部に区分して記載して

おります。 

２ 「連結剰余金期首残高」は

「利益剰余金期首残高」と

「連結剰余金減少高」は「利

益剰余金減少高」と「連結剰

余金期末残高」は「利益剰余

金期末残高」として表示して

おります。 

   また、前連結会計年度にお

いて独立掲記しておりました

当期純利益については「利益

剰余金増加高」の内訳として

表示しております。 

   ③１株当たり情報 
当連結会計年度から「1株当

たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第2号）お

よび「1株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第4

号）を適用しております。 

なお、これによる影響につい

ては、「１株当たり情報に関

する注記」に記載しておりま

す。 
５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金および取

得日から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資。 

同左 同左 
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(表示方法の変更) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 前中間連結会計期間において、中間連結損益計算書
で「雑損」に、中間連結キャッシュ・フロー計算書の
営業活動によるキャッシュ・フローで「仕入債務の減
少額」に含めて表示しておりました「出資金分担損」
は重要性が増加したため、当中間連結会計期間から区
分掲記しております。 
なお、前中間連結会計期間における金額は2百万円で
あります。 

 

(追加情報) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(自己株式および法定準備金取崩等会計) 
 当中間連結会計期間から「企業会
計基準第１号 自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成14年2月
21日）を適用しております。 
 この変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。 
（中間連結貸借対照表） 
１ 中間連結財務諸表規則の改正により当
中間連結会計期間から「資本準備金」は
「資本剰余金」と「連結剰余金」は「利
益剰余金」として表示しております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改正によ
り当中間連結会計期間から「再評価
差額金」は「土地再評価差額金」と
して表示しております。 
（中間連結剰余金計算書） 
１ 中間連結財務諸表規則の改正により当
中間連結会計期間から中間連結剰余金計
算書を資本剰余金の部および利益剰余金
の部に区分して記載しております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改正により
当中間連結会計期間から「連結剰余
金期首残高」は「利益剰余金期首残
高」と「連結剰余金減少高」は「利
益剰余金減少高」と「連結剰余金中
間期末残高」は「利益剰余金中間期
末残高」として表示しております。 
  また、前中間連結会計期間において
独立掲記しておりました中間純利益に
ついては「利益剰余金増加高」の内訳
として表示しております。 
（１株当たり情報） 
 当中間連結会計期間から「企業会計
基準第2号 １株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業会計基準委員
会 平成14年９月25日）および「企業
会計基準適用指針第4号 １株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成14年
９月25日）を適用しております。 
 これによる影響は、「１株当たり情
報」に関する注記に記載しております。 

当中間連結会計期間から健康保険
料等の総報酬制度導入に伴う賞与引
当金に対応する未払社会保険料の計
上により、福利厚生費等が18百万円
増加しております。この結果、営業
利益、経常利益および税金等調整前
中間純利益はそれぞれ18百万円減少
しております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
平成14年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成15年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成15年３月31日現在 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    33,020百万円 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    35,923百万円

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額    34,300百万円

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対して次のとお

り保証を行っております。 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者 
453百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者 
0百万円

 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者
396百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者
0百万円

 

 平和不動産㈱職員

向住宅融資利用者 
417百万円

 販売用不動産 

 ローン適用購入者 
0百万円

 
合  計 454百万円 合  計 396百万円 合  計 417百万円

 ３※２ 「土地の再評価に関する

法律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正

する法律」（平成13年3月31日

公布法律第19号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行ってお

り、当該評価差額に係る税金相

当分を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として資本の

部に計上しております。 

３※２  

同左 

 

３※２  

同左 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日 

「土地の再評価に

関する法律施行

令」（平成10年

3月31日公布政

令第119号）第2

条第4号に定め

る地価税法第16

条に規定する地

価税の課税価格

の計算の基礎と

なる土地の価額

を算定するため

に国税庁長官が

定めて公表した

方法により算定

した価額に、合

理的な調整を行

って算出してお

ります。 

 

平成13年３月31日 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月

日 

同左 

同左 

同法律第3条第3

項に定める再評

価の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日 

再評価を行った土地の当

期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

 

同左 

同左 

5,520百万円
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前中間連結会計期間末 
平成14年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成15年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成15年３月31日現在 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら

びに担保付債務 

 (1)担保に供している資産 

 土 地 48,655百万円 

 建物設備 20,678百万円 

 合計 69,333百万円 
 

 土 地 48,700百万円

 建物設備 23,527百万円

 合計 72,227百万円
 

 土 地 44,833百万円

 建物設備 20,156百万円

 合計 64,990百万円
 

 

(2)担保付債務 

 

(2)担保付債務 

 

(2)担保付債務 

 長期借入金 30,814百万円 

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,444百万円 

 保証金 3,405百万円 

 敷金 1,459百万円 

 預り金 1,902百万円 

 合計 39,025百万円 
 

 長期借入金 29,990百万円

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,444百万円

 保証金 3,405百万円

 敷金 2,293百万円

  

 合計 37,133百万円
 

 長期借入金 30,712百万円

 1年以内返済予定の

長期借入金 
1,444百万円

 保証金 3,405百万円

 敷金 1,459百万円

  

 合計 37,021百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

１※１ 販売費および一般管理費の

主なもの 

不動産販売 
管理費 

181百万円

給料手当 202百万円

賞与引当額 88百万円
退職慰労 
引当額 

35百万円

退職給付費用 44百万円

減価償却費 59百万円

 
 

不動産販売 
管理費 

455百万円

給料手当 227百万円

賞与引当額 98百万円
退職慰労 
引当額 

41百万円

退職給付費用 3百万円

減価償却費 49百万円

 
 

不動産販売 
管理費 

1,350百万円

給料手当 500百万円

賞与引当額 86百万円
退職慰労 
引当額 

75百万円

退職給付費用 63百万円

減価償却費 113百万円

 
 

２※２ 北軽井沢別荘分譲事業から

の撤退に伴い、平成12年３

月期より借地権契約期間満

了となる平成15年３月期ま

での４年間にわたり借地権

を均等償却し、当中間連結

会計期間における償却額は

257百万円であります。 

 ２※２ 北軽井沢別荘分譲事業から

の撤退に伴い、平成12年3

月期より借地権契約期間満

了となる平成15年３月期ま

での４年間にわたり借地権

を均等償却し、当期償却額

は515百万円であります。 

３※３ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 1百万円

土地 0百万円

 計 1百万円
 

 ３※３ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 1百万円

土地 29百万円

 計 30百万円
 

  ４※４ 固定資産売却損の内訳 

建物設備他 2百万円

土地 258百万円

 計 260百万円
 

４※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 1百万円

器具備品 0百万円

 計 2百万円
 

２※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 2百万円

器具備品他 4百万円

 計 6百万円
 

５※５ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 143百万円

長期前払費用他 101百万円

 計 244百万円
 

 

(税効果会計関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 中間連結会計期間に係る法人税

等および法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分による

圧縮積立金および特別償却準備金の

取崩しを前提として、当中間連結会

計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

同 左 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金および現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成14年９月30日) (平成15年９月30日) (平成15年３月31日)

現金および 
預金勘定 

13,387百万円 

有価証券勘定 6,710百万円 

 計 20,098百万円 
預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△7,285百万円 

取得日から償還日までの期

間が３か月を超える債券等 
△520百万円 

現金および 
現金同等物 

12,292百万円 

  

現金および 
預金勘定 

4,981百万円

有価証券勘定 6,220百万円

 計 11,201百万円
預入期間が３か月
を超える定期預金

△2,122百万円

取得日から償還日までの期

間が３か月を超える債券等
△499百万円

現金および 
現金同等物 

8,579百万円

 

現金および 
預金勘定 

8,265百万円

有価証券勘定 7,919百万円

 計 16,185百万円
預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△7,441百万円

取得日から償還日までの期

間が３か月を超える債券等 
△520百万円

現金および 
現金同等物 

8,223百万円

 

 



ファイル名:080_0757000501512.doc 更新日時:2003/12/20 13:57 印刷日時:03/12/20 14:01 

― 32 ― 

(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 器具備品 

取得価額 
相当額 

89百万円 

減価償却 
累計額相当額 

27百万円 

中間期末 
残高相当額 

62百万円 

 

 器具備品

取得価額 
相当額 

71百万円

減価償却 
累計額相当額 

24百万円

中間期末 
残高相当額 

47百万円

 

 器具備品

取得価額 
相当額 

89百万円

減価償却 
累計額相当額 

35百万円

期末残高 
相当額 

54百万円

 
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 14百万円

１年超 47百万円

合計 62百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 12百万円

１年超 35百万円

合計 47百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 13百万円

１年超 41百万円

合計 54百万円
 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

 

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円

  

 支払リース料 6百万円

 減価償却費相当額 6百万円
 

 支払リース料 13百万円

 減価償却費相当額 13百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
前中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度末 

平成15年3月31日現在 

(1) 満期保有目的の債券 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

中間連結

貸借対照表

計上額

時価 差額 

連結 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 国債・地方債等 29 29 0 29 29 0 29 29 0

② 社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 999 999 △0 499 499 ― 499 499 0

計 1,029 1,029 0 529 529 0 529 529 0

(2) その他有価証券 取得原価 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

差額 取得原価

中間連結

貸借対照表

計上額

差額 取得原価 

連結 

貸借対照表 

計上額 

差額 

① 株式 319 320 0 191 281 90 200 169 △30

② 債券     

   国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ―    ―

   社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

   その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 8 7 △1 ― ― ― 8 7 △1

計 328 327 △0 191 281 90 208 176 △31

 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
前中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度末 

平成15年3月31日現在 

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場外国債券 ― ― ―

計 ― ― ―

(2) その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,546 2,968 2,646

②非上場外国債券 ― ― ―

③マネー・マネージメント・ファンド 3,533 5,517 7,195

④その他 2,168 213 214

計 7,247 8,699 10,056
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 該当事項はありません。なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用して

いるため注記の対象から除いております。 
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

6,365 1,691 506 8,562 ― 8,562

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

7 ― 388 395 (395) ―

計 6,372 1,691 894 8,957 (395) 8,562

営業費用 3,534 1,681 848 6,064 6 6,071

営業利益 2,837 9 46 2,893 (401) 2,491

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護サー

ビス付高齢者賃貸住宅事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間421

百万円であり、いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であり

ます。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

6,957 6,258 423 13,639 ― 13,639

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

7 ― 517 524 (524) ―

計 6,964 6,258 940 14,164 (524) 13,639

営業費用 3,700 5,506 945 10,152 (130) 10,021

営業利益または営業損失(△) 3,264 752 △4 4,011 (393) 3,617

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護付有

料老人ホーム事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間399

百万円であり、いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であり

ます。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 

 
不動産 
賃貸事業 

不動産 
販売事業 

その他の 
事業 

計 
消去 
または全社 

連結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業収益    

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

13,173 15,510 907 29,591 ― 29,591

(2) セグメント間の内部 
営業収益または振替高

14 ― 1,069 1,083 (1,083) ―

計 13,188 15,510 1,977 30,675 (1,083) 29,591

営業費用 7,369 12,440 1,941 21,751 (303) 21,447

営業利益 5,818 3,069 35 8,924 (780) 8,143

(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2) 不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3) その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護付有

料老人ホーム事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は799百万円であり、いずれ

もその主なものは、連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はあり

ません。 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はあり

ません。 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はあり

ません。 

 

３ 海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１株当たり純資産額 324.61円 348.80円 340.00円 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

4.55円 11.58円 23.71円 

 

当中間連結会計期間か
ら「企業会計基準第2号
1株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業
会計基準委員会 平成14
年9月25日）および「企
業会計基準適用指針第4
号 1株当たり当期純利
益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準
委員会 平成14年9月25
日）を適用しておりま
す。 
なお、前中間連結会計
期間および前連結会計年
度において採用した算定
方法を当中間連結会計期
間に適用した場合、1株
当たり純資産額、1株当
たり中間純利益および潜
在株式調整後1株当たり
中間純利益は、次のとお
りとなります。 
 
1株当たり純資産額 324.61円
1株当たり中間純利益 4.55円
潜在株式調整後1株当たり中間純利益

 －円

 

 
当連結会計年度から
「1株当たり当期純利益
に関する会計基準」（企
業会計基準第2号）およ
び「1株当たり当期純利
益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準
適用指針第4号）を適用
しております。 
なお、同会計基準およ
び適用指針を前連結会計
年度に適用した場合の1
株当たり情報について
は、以下のとおりとなり
ます。 
 
1株当たり純資産額 322.60円
1株当たり当期純利益 10.12円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益
 －円
 
 

 

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 

項目 
前中間連結会計期間
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

中間(当期)純利益：① 512百万円 1,297百万円 2,725百万円 

普通株主に帰属しない金額：② ― ― 61百万円 

（うち利益処分による役員賞与） ― ― 61百万円 
普通株式に係る中間(当期)純利益： 
①―② 

512百万円 1,297百万円 2,663百万円 

普通株式の期中平均株式数 112,508,481株 111,914,791株 112,323,501株 

 

 



ファイル名:090_0757000501512.doc 更新日時:2003/12/20 13:57 印刷日時:03/12/20 14:01 

― 38 ― 

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 該当事項はありません。 平成15年11月21日開催の取締役会決

議に基づき平成15年12月11日に第４

回無担保社債を発行しております。

１. 発行総額 100億円 

２. 発行価格 額面100円につき金

100円 

３. 利 率 年1.76％ 

４. 償還期限 平成19年12月11日 

５. 資金使途 設備資金に充当 

該当事項はありません。 

 

(2) その他 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１ 決算日後の状況 

  該当事項はありません。 

１ 決算日後の状況 

同左 

１ 決算日後の状況 

同左 
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２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

前中間会計期間末 

平成14年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成15年３月31日現在

 
          期 別 
 
   科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

   現金および預金  13,213 4,749  7,921

   営業未収入金  1,025 155  2,457

   有価証券  6,696 6,207  7,905

   販売用不動産  211 485  699

   販売用不動産仮勘定  13,546 5,872  7,290

   短期貸付金  195 187  210

   その他  2,352 1,230  1,423

   貸倒引当金  △1 △3  △3

   流動資産合計  37,240 21.6 18,885 11.5 27,906 16.8

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

    建物設備 ※３ 53,075 54,531  51,838

※２ 
    土地 

※３ 
70,773 70,734  70,500

    建設仮勘定  2,635 9,695  6,345

    その他  773 880  708

   有形固定資産合計  127,258 73.8 135,842 82.7 129,393 77.8

 ２ 無形固定資産   

    借地権  3,862 3,604  3,604

    その他  51 50  45

   無形固定資産合計  3,914 2.3 3,655 2.2 3,650 2.2

 ３ 投資その他の資産   

    従業員長期貸付金  5 1  2

    その他  4,065 5,985  5,248

    貸倒引当金  △152 △0  △0

   投資その他の資産合計  3,918 2.3 5,987 3.6 5,250 3.2

   固定資産合計  135,091 78.4 145,485 88.5 138,294 83.2

Ⅲ 繰延資産   

    社債発行差金  54 0.0 ― ― ― ―

   資産合計  172,386 100.0 164,370 100.0 166,200 100.0
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前中間会計期間末 

平成14年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成15年３月31日現在

 
           期 別 
 
   科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

   支払手形  7 4,301  125

   営業未払金  276 158  485

１年以内に償還予定の 
   普通社債 

 7,000 ―  7,000

   短期借入金  16,070 9,800  9,300

   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

※３ 4,124 2,414  4,124

   未払法人税等  541 1,228  ―

   賞与引当金  150 164  143

   その他 ※３ 6,273 3,111  3,378

   流動負債合計  34,442 20.0 21,178 12.9 24,556 14.8

Ⅱ 固定負債   

   社債  40,000 40,000  40,000

   長期借入金 ※３ 39,084 41,790  40,842

   保証金 ※３ 13,104 11,198  12,138

   敷金 ※３ 7,848 8,431  7,848

   繰延税金負債  ― 683  659

   再評価に係る繰延税金負債 ※２ 884 1,578  1,497

   退職慰労引当金  244 325  284

   退職給付引当金  559 471  544

   固定負債合計  101,725 59.0 104,478 63.5 103,815 62.4

   負債合計  136,168 79.0 125,657 76.4 128,372 77.2

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  5,814 3.4 5,814 3.6 5,814 3.5

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  4,061 2.3 4,061 2.5 4,061 2.5

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  1,453 1,453  1,453

 ２ 任意積立金 ※４ 21,763 21,722  21,763

 ３ 中間(当期)未処分利益  1,934 3,339  2,573

   利益剰余金合計  25,151 14.6 26,515 16.1 25,789 15.5

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ 1,218 0.7 2,300 1.4 2,183 1.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金  5 0.0 53 0.0 △18 △0.0

Ⅵ 自己株式  △32 △0.0 △31 △0.0 △1 △0.0

   資本合計  36,218 21.0 38,713 23.6 37,828 22.8

   負債・資本合計  172,386 100.0 164,370 100.0 166,200 100.0
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② 中間損益計算書 

 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
          期 別 
 
 
   科 目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

営業収益  8,191 100.0 13,278 100.0 28,828 100.0

売上原価  4,748 58.0 8,480 63.8 17,897 62.1

  売上総利益  3,442 42.0 4,797 36.2 10,931 37.9

販売費および一般管理費  951 11.6 1,190 9.0 2,809 9.7

  営業利益  2,490 30.4 3,606 27.2 8,121 28.2

営業外収益 ※１ 38 0.5 30 0.2 92 0.3

営業外費用 ※２ 1,130 13.8 883 6.7 2,240 7.8

  経常利益  1,399 17.1 2,753 20.7 5,973 20.7

特別利益 ※３ 8 0.1 ― ― 81 0.3

特別損失 ※４ 498 6.1 544 4.1 1,294 4.5

  税引前中間(当期)純利益  909 11.1 2,208 16.6 4,761 16.5

法人税、住民税および事業税  540   1,218     518       

法人税等調整額  △149  390 4.8 △305    912 6.8 1,518  2,036 7.0

  中間(当期)純利益  518 6.3 1,296 9.8 2,724 9.5

前期繰越利益  1,416 2,159  1,416

自己株式消却額  ― ―  147

土地再評価差額金取崩額  ― △117  △914

中間配当額  ― ―  506

  中間(当期)未処分利益  1,934 3,339  2,573
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前事業年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

１ 資産の評価基準および

評価方法 

たな卸資産 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

    

 有価証券 

 満期保有目的債券 

  償却原価法(定額法)を採用

しております。 

 子会社株式および関連会社株

式 

  総平均法による原価法を採

用しております。 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し,売却原価は主

として移動平均法により

算出。)を採用しており

ます。 

 ｂ 時価のないもの 

   総平均法による原価法を

採用しております。 

有価証券 

 満期保有目的債券 

同左 

 

 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 ｂ 時価のないもの 

同左 

有価証券 

 満期保有目的債券 

同左 

 

 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

 

 その他有価証券 

 ａ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し,売却原価は主とし

て移動平均法により算

出。)を採用しておりま

す。 

 ｂ 時価のないもの 

同左 

有形固定資産…定率法を採用し

ております。ただし、東京証券

取引所ビルほか２棟のビルおよ

び平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法を採

用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

有形固定資産…同左 

 

建物設備および構築物 

機械装置および運搬具 

器具備品 

8～50年 

6～15年 

5～15年 

  

２ 固定資産の減価償却の

方法 

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間で均等償却する

方法によっております。 

 

有形固定資産…同左 

 

 無形固定資産…定額法を採用し

ております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産…同左 無形固定資産…同左 

３ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 支払時に全額費用処理してお

ります。 

社債発行差金 

 社債償還期間(３年)に亘り均

等償却しております。 

 社債発行費 

支払時に全額費用処理してお

ります。 

社債発行差金 

社債償還期間(３年)に亘り均

等償却しております。 
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項目 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前事業年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債

権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当中間

期末における退職給付債務か

ら年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しておりま

す。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退

職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務から年

金資産の公正な評価額を控除

した額を計上しております。

 退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

退職慰労引当金 

同左 

退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますので

中間決算日における有効性の

評価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしておりますので

決算日における有効性の評価

を省略しております。 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理について 

税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当中間期

の費用として処理しておりま

す。 

消費税等の会計処理について 

同左 

①消費税等の会計処理について

税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は、当期の費

用として処理しております。
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項目 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前事業年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

   

②自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

当期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第1号）を

適用しております。これによる

当期の損益に与える影響は軽微

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正

により当期における貸借対照表

の資本の部については以下のと

おり表示を変更しております。

１「資本準備金」は「資本剰余

金」の内訳と「利益準備金」

「任意積立金」「当期未処分

利益」は「利益剰余金」の内

訳として表示しております。

２ 「再評価差額金」は「土地再

評価差額金」として表示してお

ります。 

   

③１株当たり情報 

当期から「1株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業

会計基準第2号）および「1株当

たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第4号）を適用してお

ります。 

なお、これによる影響につい

ては、「1 株当たり情報に関す

る注記」に記載しておりま

す。 
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(追加情報) 

 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(自己株式および法定準備金取崩等会

計) 

 当中間会計期間から「企業会計

基準第１号 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成14年2

月21日）を適用しております。 

 この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

 

（中間貸借対照表） 

１ 中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間から「資本

準備金」は「資本剰余金」の内

訳と「利益準備金」「任意積立

金」「中間未処分利益」は「利

益剰余金」の内訳として表示し

ております。 

２ 中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間から「再評

価差額金」は「土地再評価差額

金」として表示しております。 

３ 前中間会計期間まで流動資産

に掲記しておりました「自己株

式」は、中間財務諸表等規則の

改正により当中間会計期間にお

いては、資本に対する控除科目

として資本の部の末尾に表示し

ております。 

  なお、前中間会計期間は流動

資産の「その他」に含まれてお

り、その金額は０百万円であり

ます。 

 

（１株当たり情報） 

 当中間会計期間から「企業会計

基準第２号 １株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成14年９月25日）

および「企業会計基準適用指針第

４号 １株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成14年９月25

日）を適用しております。 

 これによる影響は、「１株当た

り情報」に関する注記に記載して

おります。 

当中間会計期間から健康保険料等

の総報酬制度導入に伴う賞与引当

金に対応する未払社会保険料の計

上により、福利厚生費等が15百万

円増加しております。この結果、

営業利益、経常利益および税引前

中間純利益はそれぞれ15百万円減

少しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
平成14年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成15年９月30日現在 

前事業年度末 
平成15年３月31日現在 

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     32,640百万円 

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     35,529百万円

１※１ 有形固定資産減価償却累計
額     33,914百万円

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 230百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 453百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    684百万円 

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 230百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 396百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    626百万円 

２ 保証債務 
  銀行借入に対し、次のとおり保
証を行っております。 
  関係会社 
   平和サービス㈱ 230百万円 
  その他 
   平和不動産㈱職員向 
   住宅融資利用者 417百万円 
   販売用不動産ローン 
   適用購入者    0百万円 
      計    647百万円 

３※２ 「土地の再評価に関する法
律」(平成10年３月31日公布
法律第34号)および「土地の
再評価に関する法律の一部を
改正する法律」(平成13年３
月31日公布法律第19号)に基
づき、事業用の土地の再評価
を行っており、当該評価差額
に係る税金相当分を「再評価
に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差
額金」として資本の部に計上
しております。 

３※２  
同左 

３※２  
同左 

同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

「土地の再評価に関す
る法律施行令」(平成
10年３月31日公布政令
第119号)第２条第４号
に定める地価税法第16
条に規定する地価税の
課税価格の計算の基礎
となる土地の価額を算
定するために国税庁長
官が定めて公表した方
法により算定した価額
に、合理的な調整を行
って算出しております。 

同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

同左 同法律第
３条第３
項に定め
る再評価
の方法 

同左 

再評価を行った年月
日 

平成13年3月31日 再評価を行った年月日 同左 再評価を行った年月日 同左 

  再評価を行った土地の
当期末における時価と
再評価後の帳簿価額と
の差額 

5,520百万円

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

４※３ 担保に供している資産なら
びに担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

土  地 48,655百万円 

建物設備 20,678百万円 

合  計 69,333百万円 
 

土  地 48,700百万円

建物設備 23,539百万円

合  計 72,240百万円
 

土  地 44,833百万円

建物設備 20,165百万円

合  計 64,999百万円
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前中間会計期間末 
平成14年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成15年９月30日現在 

前事業年度末 
平成15年３月31日現在 

 (2) 担保付債務  (2) 担保付債務  (2) 担保付債務 
長期借入金 30,814百万円 
１年以内返済予
定 
長期借入金 

1,444百万円 

保証金 3,405百万円 
敷金 1,459百万円 
預り金 1,902百万円 

合  計 39,025百万円 
 

長期借入金 29,990百万円
１年以内返済予
定 
長期借入金 

1,444百万円

保証金 3,405百万円
敷金 2,293百万円
 

合  計 37,133百万円
 

長期借入金 30,712百万円
１年以内返済予定 
長期借入金 

1,444百万円

保証金 3,405百万円
敷金 1,459百万円
 

合  計 37,021百万円
 

５※４ 特別法上の準備金の計上を
規定した法令の条項は次の
とおりであります。 

     固定資産特別償却準備金 
      震災特例法第18条 
      租税特別措置法第47条 
 

５※４     同左 
 

５※４   同左 

６ 消費税等の取扱い 
  仮払消費税等および仮受消費税
等は相殺のうえ、流動資産の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

６ 消費税等の取扱い 
同左 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

有価証券利息 2百万円
 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 7百万円
 

１※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

受取配当金 25百万円
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 439百万円

社債利息 194百万円

借地権償却額 257百万円
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 478百万円

社債利息 279百万円

 
 

２※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 922百万円

社債利息 529百万円

借地権償却額 515百万円

 
 

３※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金差額

戻入益 
7百万円

 

固定資産売却益 

 車両運搬具 1百万円

 土地 0百万円

 計 1百万円
 

 

 

３※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 

 車両運搬具 1百万円

 土地 29百万円

 計 30百万円
 

４※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

 建物設備 1百万円

 その他 0百万円

  計 2百万円

  

建物設備解体

費 
421百万円

  
 

３※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

建物設備 2百万円

器具備品他 5百万円

 計 7百万円

 

建物設備解体

費 
536百万円

 
 

４※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損 

 建物設備他 2百万円

 土地 258百万円

  計 260百万円

 

固定資産除却損 

 建物設備 143百万円

 長期前払費用他101百万円

  計 244百万円
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,520百万円

無形固定資産 13百万円
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,634百万円

無形固定資産 16百万円
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,165百万円

無形固定資産 27百万円
 

 

(税効果会計関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 中間会計期間に係る法人税等およ

び法人税等調整額は、当期において

予定しております利益処分による圧

縮積立金および特別償却準備金の取

崩しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。 

同 左 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額 

 器具備品

取得価額 
相当額 

81百万円

減価償却 
累計額相当額 

25百万円

中間期末 
残高相当額 

55百万円

 

 器具備品

取得価額 
相当額 

62百万円

減価償却 
累計額相当額 

20百万円

中間期末 
残高相当額 

42百万円

 

 器具備品

取得価額 
相当額 

81百万円

減価償却 
累計額相当額 

32百万円

期末残高 
相当額 

48百万円

 
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 13百万円

１年超 42百万円

 計 55百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 10百万円

１年超 32百万円

 計 42百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 11百万円

１年超 37百万円

 計 48百万円
 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円
 

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円
 

 支払リース料 12百万円

 減価償却費相当額 12百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連

会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１株当たり純資産額 322.03円 346.10円 337.31円 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

4.60円 11.58円 23.71円 

 

 
当中間会計期間から
「企業会計基準第2号 1
株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会
計基準委員会 平成14年9
月25日）および「企業会
計基準適用指針第4号 1
株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員
会 平成14年9月25日）を
適用しております。 
なお、前中間会計期間
および前事業年度におい
て採用した算定方法を当
中間会計期間に適用した
場合、1株当たり純資産
額、1株当たり中間純利益
および潜在株式調整後1株
当たり中間純利益は、次
のとおりとなります。 
 
1株当たり純資産額 322.03円
1株当たり中間純利益 4.60円
潜在株式調整後1株当たり中間純利益 

 －円

 

 
当期から「1株当たり当
期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第2
号）および「1株当たり当
期純利益に関する会計基
準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第4号）を
適用しております。 
なお、同会計基準およ
び適用指針を前期に適用
した場合の1株当たり情報
については、以下のとお
りとなります。 
 
1株当たり純資産額 319.96円
1株当たり当期純利益 10.73円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

 －円

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 

項目 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

中間(当期)純利益：① 518百万円 1,296百万円 2,724百万円 

普通株主に帰属しない金額：② ― ― 61百万円 

（うち利益処分による役員賞与） ― ― 61百万円 

普通株式に係る中間(当期)純利益： 
①―② 

518百万円 1,296百万円 2,663百万円 

普通株式の期中平均株式数 112,508,481株 111,914,791株 112,323,501株 
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 該当事項はありません。 平成15年11月21日開催の取締役会決

議に基づき平成15年12月11日に第４

回無担保社債を発行しております。

１. 発行総額 100億円 

２. 発行価格 額面100円につき金

100円 

３. 利 率 年1.76％ 

４. 償還期限 平成19年12月11日 

５. 資金使途 設備資金に充当 

該当事項はありません。 

 

(2) その他 

中間配当に関する取締役会決議は次のとおりであります。 

① 決議年月日       平成15年10月31日 

② 中間配当金の総額      391,490,810円 

③ １株当たりの中間配当金       3.50円 

④ 中間配当金の支払開始日 平成15年12月 1日 

（注）平成15年9月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支

払いを行います。 
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第６ 提出会社の参考情報 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1)有価証券報告書 
およびその添付書類 

 
事業年度
(第83期)

 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
平成15年６月27日 
関東財務局長に提出。

 
 
(2)発行登録書 
およびその添付書類 

     
 
平成15年8月8日 
関東財務局長に提出。

(3) 発行登録追補書類 
およびその添付書類 

 
     

平成15年11月27日 
関東財務局長に提出。
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 

該当事項はありません。 
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